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４－２ 銃器等許可の要件と審査の在り方 

４－２－１ 銃器を取得するための許可証の入手方法、入手手順 

ライフル銃・散弾銃許可証の取得プロセスは、州により異なる。 

 (例)ニューヨーク州 

① 欠格事由（4-2-2 参照）に該当しないことを確認 

② 申請書の提出は、警察署の窓口で行う。申請の際に必要な書類は、申請用紙、住所・

氏名確認ができる書類、年齢確認のための書類。外国人は、これらの他に、外国人

住居カード（Resident Alien Card）、自国の大使館から発行される善行書（Good 

Conduct Certificate）、2名からの推薦状（家族・外国人以外）が必要である。 

③ 警察が申請者の犯罪歴・精神疾患の有無等について調査を行う。 

④ 調査結果に問題がなければ、警察がライフル銃・散弾銃許可証を発行する。 

⑤ 許可証を得た申請者は、銃砲店に銃器を発注。注文を受けた銃砲店は、FBI 若しく

は NICS 委託機関に購入希望者のバックグラウンドチェックを依頼する。この際、

FBI は、NICS を用いたバックグラウンドチェックを行う。但し、州が発行したライ

センス所持者であれば、NICS を用いたチェックを行う必要は無い。 

⑥ FBI のチェックに問題がなければ、申請者は、銃砲店において銃器を購入すること

ができる。 

⑦ 申請者は、警察署において銃器の登録を行う。この際、警察は、申請者に対し、射

撃レンジ等で講習会を受講することを奨励する。 

 

ニューヨーク市の銃器許可証取得プロセス 

出所：ニューヨーク市警察ホームページより MRI 作成 
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所持者の義務（ニューヨーク市規則）

 公共の場で実包をつめた状態のライフル銃・散弾銃を
所持してはならない。

ライフル銃・散弾銃もって移動する際は、常に銃器許可
証を携帯しなければならない。

射撃レンジから狩猟エリアへ移動する際は、実包を抜い
た銃器を、非透明の容器に入れて持ち運ばなければな
らない。また、実包は別の容器に入れて持ち運ばなけ
ればならない。自動車で移動する際は銃器をトランクへ
格納し、絶対に無人の車両に銃器を放置してはならな
い。

銃器に記載されている、名称、製造元、モデル、シリア
ルナンバーを外してはいけない。

銃器許可証を有している者以外に銃器を譲渡してはな
らない。

安全装置を必ず装備すること。

自宅保管の際は、子どもの手の届かないところに、実包
と銃器を別々に保管しなければならない。

18歳未満のものがライフル銃・散弾銃を使用する際は
必ず同伴しなければならない。

銃器許可証の有効期間は3年間。所持者は自己の責任
において許可証を更新しなければならない。

欠格事由（1968年銃器規正法によって規定）

有罪判決を受け１年を超える服役刑を科せられた者

逃亡犯

麻薬使用者又は中毒患者

知的障害者であると裁定された者、又は精神病院に収監された者

不法移民及びほとんどの一時渡航者

軍隊から不名誉除隊された者

米国市民権を放棄した者

親密な関係にあるパートナー又はその子に対する嫌がらせ、

ストーカー行為、又は脅迫で裁判所の禁止命令を受けている者

軽微な家庭内暴力で有罪判決を受けた者

必要書類

申請用紙（次頁参照）

住所・氏名確認の出来る書類

年齢確認の為の書類（NY州は21歳以上）

外国人は以下の書類も必要

外国人居住カード（Alien Residence Card)

自国の大使館から発行される善行書

（Good Conduct Certificate）

2名からの推薦状（家族・外国人以外）
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所持者の義務（ニューヨーク市規則）

 公共の場で実包をつめた状態のライフル銃・散弾銃を
所持してはならない。

ライフル銃・散弾銃もって移動する際は、常に銃器許可
証を携帯しなければならない。

射撃レンジから狩猟エリアへ移動する際は、実包を抜い
た銃器を、非透明の容器に入れて持ち運ばなければな
らない。また、実包は別の容器に入れて持ち運ばなけ
ればならない。自動車で移動する際は銃器をトランクへ
格納し、絶対に無人の車両に銃器を放置してはならな
い。

銃器に記載されている、名称、製造元、モデル、シリア
ルナンバーを外してはいけない。

銃器許可証を有している者以外に銃器を譲渡してはな
らない。

安全装置を必ず装備すること。

自宅保管の際は、子どもの手の届かないところに、実包
と銃器を別々に保管しなければならない。

18歳未満のものがライフル銃・散弾銃を使用する際は
必ず同伴しなければならない。

銃器許可証の有効期間は3年間。所持者は自己の責任
において許可証を更新しなければならない。

所持者の義務（ニューヨーク市規則）

 公共の場で実包をつめた状態のライフル銃・散弾銃を
所持してはならない。

ライフル銃・散弾銃もって移動する際は、常に銃器許可
証を携帯しなければならない。

射撃レンジから狩猟エリアへ移動する際は、実包を抜い
た銃器を、非透明の容器に入れて持ち運ばなければな
らない。また、実包は別の容器に入れて持ち運ばなけ
ればならない。自動車で移動する際は銃器をトランクへ
格納し、絶対に無人の車両に銃器を放置してはならな
い。

銃器に記載されている、名称、製造元、モデル、シリア
ルナンバーを外してはいけない。

銃器許可証を有している者以外に銃器を譲渡してはな
らない。

安全装置を必ず装備すること。

自宅保管の際は、子どもの手の届かないところに、実包
と銃器を別々に保管しなければならない。

18歳未満のものがライフル銃・散弾銃を使用する際は
必ず同伴しなければならない。

銃器許可証の有効期間は3年間。所持者は自己の責任
において許可証を更新しなければならない。

欠格事由（1968年銃器規正法によって規定）

有罪判決を受け１年を超える服役刑を科せられた者

逃亡犯

麻薬使用者又は中毒患者

知的障害者であると裁定された者、又は精神病院に収監された者

不法移民及びほとんどの一時渡航者

軍隊から不名誉除隊された者

米国市民権を放棄した者

親密な関係にあるパートナー又はその子に対する嫌がらせ、

ストーカー行為、又は脅迫で裁判所の禁止命令を受けている者

軽微な家庭内暴力で有罪判決を受けた者
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軽微な家庭内暴力で有罪判決を受けた者

必要書類

申請用紙（次頁参照）

住所・氏名確認の出来る書類

年齢確認の為の書類（NY州は21歳以上）

外国人は以下の書類も必要

外国人居住カード（Alien Residence Card)

自国の大使館から発行される善行書

（Good Conduct Certificate）

2名からの推薦状（家族・外国人以外）
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銃器所持を希望する者は、所轄官庁に、銃器許可申請書を提出する。申請書に記すべき

主な内容は、欠格事由である犯罪歴、軍隊から除名された経験、薬物・アルコール中毒、

そのために医療施設に収監されたことの有無、銃器の取扱が困難となる身体的傷害の有無、

ニューヨーク市警察がニューヨーク州精神衛生省に申請者の精神疾患歴に関する記録の開

示を求める文書、ニューヨーク州精神衛生省及び医療機関が、申請者の精神疾患治療歴・

施設への収監記録をニューヨーク市警察に提出することに同意する署名である。 

 

ニューヨーク市の銃器許可申請書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

犯罪歴記入欄 

写真添付 

個人情報記入欄 

軍隊から除名された経験は無いか 薬物・アルコール

中毒ではないか 

薬物・アルコール

中毒・精神疾患の

ために医療施設

へ収監されたこと

はあるか 

銃の取扱いが困

難となる身体的障

害を有しているか 
これまでに保護命令

を受けたことがあるか
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ニューヨーク市の銃器許可申請書（続き） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    出所：ニューヨーク市警察ホームページより MRI 作成 

 

 

 

勤務地、身体特徴記入欄

ニューヨーク州精神衛生省及び医療機関が、

申請者の精神病治療歴及び施設への収監記

録をニューヨーク市警察に提出することに同意

する署名欄

ニューヨーク市警察が、ニューヨーク州精神衛

生省に申請者の精神疾患歴に関する記録の開

示を求める文書 
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４－２－２ 欠格事項の規定・運用実態 

（１）欠格事項の規定 

連邦法においては、以下の者に対し、銃器を販売又は引渡すことは違法とされている205。 

   18 歳未満の者（銃器又は実包の販売） 

   21 歳未満の者（ライフル銃・散弾銃及びその実包以外のものの販売） 

 免許保持者が銃砲店所在地である州に居住していな者。ただし、譲受人が譲渡者

と直接会って、ライフルまたは散弾銃を販売、引渡し及び受領がその両方の州の

法的な販売条件を完全に遵守する場合には、この限りではない。 

  刑期 1 年を越える禁固刑に処される犯罪で起訴されているか、有罪判決を受け   

ている者 

  逃亡犯 

  規制薬物の違法使用者または中毒者 

  精神疾患者と宣告されたか、または精神病院に入院している者 

  違法または不法入国している外国人 

  不名誉除隊者 

  合衆国の市民でありながら、自らの市民権を放棄した者 

  その個人の親密なパートナー又は子供に対するハラスメント、ストーカー行為、 

又は脅迫、その他の行為（身体への暴力に対する恐怖を抱かせる合理的な理由があ 

るもの）を禁止する旨の裁判所の命令を受けている者 

  裁判所で家庭内暴力の軽犯罪の有罪判決を受けている者206 

 

（２）各州における欠格事由に関する規定207 

アメリカでは、各州において銃器許可証の取得申請にかかる審査項目が定められて

いる。連邦レベルで規定された審査項目は、あくまで目安にすぎないものと認識され

ており、各州においてより厳格な審査項目を用いているものである。 

例えば、欠格事由に、「重度の犯罪」を採用している州が 50 州のうち 49 州、「軽犯

罪」が 26 州、「逃亡犯」が 13 州、「精神疾患」が 33 州、「裁判所の命令」が 22 州、「薬

物中毒」が 30 州、「アルコール中毒」が 20 州、「未成年」が 49 州、「少年犯罪」が 27

州、「外国人」が 15 州である。 

これらの欠格事由 10項目全てを採用している州は、ハワイ州、マサチューセッツ州、

ペンシルバニア州である。欠格事由が 1～3項目と規制が緩やかである州が、ワイオミ

ング州、バーモント州（以上 1項目）、ニューメキシコ州、モンタナ州（以上 2項目）、

アーカンソー州、コロラド州、ルイジアナ州、ネブラスカ州、ニューハンプシャー州

（以上 3項目）である。 

                                                  
205 連邦法§922(b)(d) 
206 同上 
207「Survey of State Procedures Related to Firearm Sales,2005」U.S. Department of Justice 
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欠格事由の各項目を採用している州の数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

               州の欠格事由採用状況 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

  出所：米国司法省統計 2005 年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

15 外国人

27少年犯罪

49 未成年

20アルコール中毒

30 薬物中毒

22裁判所の命令

33 精神疾患

13 逃亡犯

26 軽犯罪

49 

州法にて採用している州

（50州のうち）

重度の犯罪

欠格事由

15 外国人

27少年犯罪

49 未成年

20アルコール中毒

30 薬物中毒

22裁判所の命令

33 精神疾患

13 逃亡犯

26 軽犯罪

49 

州法にて採用している州

（50州のうち）

重度の犯罪

欠格事由

（1項目）ワイオミング州、バーモント州

（2条項）ニューメキシコ州、モンタナ州

（3項目）アーカンソー州、コロラド州、ルイジアナ州、

ネブラスカ州、ニューハンプシャー州

規制が少ない州

（欠格事由が１～3項目）

ハワイ州、マサチューセッツ州、ペンシルバニア州10項目全てを

採用している州

州名欠格事由

（1項目）ワイオミング州、バーモント州

（2条項）ニューメキシコ州、モンタナ州

（3項目）アーカンソー州、コロラド州、ルイジアナ州、

ネブラスカ州、ニューハンプシャー州

規制が少ない州

（欠格事由が１～3項目）

ハワイ州、マサチューセッツ州、ペンシルバニア州10項目全てを

採用している州

州名欠格事由
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出所：米国司法省統計 2005 年 

欠格事由各項目についての各州の判断          2005 年 12 月 31 日 

■：禁止している州、－：禁止していない州 

■印は、州法が銃器の販売・所持の禁止することを示す 
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■印は、州法が銃器の販売・所持を禁止していることを示す。 



 106

（３）マサチューセッツ州、ハワイ州、アラスカ州の銃器規制208 

アメリカでは、州によって、銃器の規制が厳しい州や比較的規制の緩い州がある。一般

に規制が厳しいと言われているのはマサチューセッツ州とハワイ州であり、特にアルコー

ルや薬物中毒に対して厳格である。また、軽犯罪や精神疾患に寛容なのがアラスカ州であ

る。 

 

①マサチューセッツ州 

ア）銃器の所有・管理が禁じられる者：銃器 ID カードや銃器携行ライセンスは以下の者

には発行されない： 

  マサチューセッツ州裁判所、連邦裁判所、他州の裁判所より、重罪、2年以上の

懲役を伴う軽罪、暴力行為、銃器・麻薬に関する違反の理由で、非行少年ある

いは違反青年と判決を受けた者 

  精神疾患患者、アルコール・薬物中毒者、未成年者、被後見者、逃亡犯 

 

イ）銃器を所有する権利の回復：有罪判決を受けた者は（いくつかの罪を除いて）判決

及び刑罰完了から 5 年経過しなければ、小銃かけん銃を所有することができない。

中毒者や精神疾患を患った者は、治療完了から 15 年経過しなければ権利を回復する

ことができない。 

 

ウ）所有が禁じられている銃器：自動銃、銃身の短い散弾銃は禁止。銃器の売買は、所

定の製造基準を満たし発砲テストを通過していなければならない。 

 

エ）銃器販売に関する規制：銃砲店や個人から小銃・散弾銃・小火器を受け取るには、

許可証が必要である。銃器は質に入れてはならない。銃砲店を開店・営業するため

には州発行のライセンスが必要である。 

 

オ）銃器取得許可証：特定の銃器購入には、10 日間有効な取得許可証が必要である。 

 

②ハワイ州 

ア）銃器の所有・管理が禁じられる者は、以下のとおりである。 

   逃亡犯 

   重罪判決を受けている者、あるいは暴力や非合法麻薬販売で起訴されている者 

 麻薬中毒者、アルコール中毒者 

 精神疾患による責任能力の欠如を理由に釈放された者 

                                                  
208 「Survey of State Procedures Related to Firearm Sales,2005」U.S.Department of Justice （2005

年、銃器販売に関する連邦行動の調査） 
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 重大な精神障害・行動障害の診断を受けた者 

 25 歳以下で、何らかの犯罪歴のある者 

 銃器所有を禁じる処分の対象になった者 

 アメリカ合衆国市民は、銃器許可証を申請するには21歳以上でなければならない。

けん銃許可証の申請を行うものは、狩猟教育か銃器安全研修を完了していなければ

ならない。小銃は 18 歳以下の者に移譲してはならない。 

 

イ）銃器を所有する権利の回復：判決を受けた重罪犯の権利回復は、州知事の判断による恩

赦に基づく。 

 

ウ）所有が禁じられている銃器：1992 年 7 月 1 日から突撃銃(assault pistol)のハワイへ

の持ち込みが禁止された。それ以前より合法的に所有されていた突撃銃に関しては、認

可銃砲店か地方警察署長に移譲される。自動銃、短銃身型小銃、散弾銃は禁止されてい

る。 

                     Intratec TEC DC-9「突撃銃」 

 

 

 

 

 

 

            出所：Modern Firearms http://world.guns.ru/handguns/hg136-e.htm 

 

エ）銃器販売に関する規制：銃砲店の営業には州発行ライセンスが必要である。 

 

オ）銃器許可証：けん銃購入には、10 日間有効な取得許可証が必要である。小銃購入 

  には、1年間有効な取得許可証が必要である。申請は、20 日以内に認可もしくは 

拒否される。アルコールたばこ火器爆発物取締局（The Bureau of Alcohol, 

Tabacco,Firearms and Explosibes：ATF）は取得許可証も携帯許可証も、銃器購入の 

際に NICS チェックを代替するものとして認めている。 

 

カ）申請者の背景調査：警察署は、NICS から申請者に関する情報を収集する。背景調査は

20 日以内に完了する。 

 

キ）許可証発行までの待機期間：申請受理から 14 日間経過しなければ、取得許可証は発行

されない。これは、背景調査の完了とは無関係である。 
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③アラスカ州 

ア）銃器の所有・管理が禁じられる者は、以下のとおりである。 

 アラスカ州裁判所、連邦裁判所、他州の裁判所より重罪判決を受けている成人か、

成人であれば重罪判決となる少年非行罪の判決を受けた未成年者 

 身体的・精神的状態がアルコールや薬物によって損なわれた者 

 18 歳以下の者に対して銃器を販売した者 

 保護者の同意のない 16 歳以下の未成年者 

 家庭内暴力阻止命令を受けた加害者 

 

イ）銃器を所有する権利の回復： 

 判決が執行猶予付きあるいは無効とされた場合 

 刑罰履行後、最低 10 年経過した場合。ただし、対人重罪を犯した者の権利は回

復しない。 

 

ウ）所有が禁じられている銃器：機関銃、銃身の短い散弾銃、銃身の短いライフル 

 

エ）銃器許可証など：アラスカでは、銃器を購入するための許可は必要ない。 

銃器許可証を所持している者及び他の州の許可証を所持しているものは、背景調 

査(NICS)を受けずに銃器を購入できる。 

    

オ）申請者の背景調査：州当局は NICS との窓口ではなく、銃器販売の認可を受けてい

る銃砲店が、ブラディ法で規定された販売チェック項目に基づき FBI に通知する。 

 

キ）許可証発行までの所要日数：待機期間等の定めはない。 
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（４）家庭内暴力、ストーカー行為への対応 

① 銃器規制法にドメスティックバイオレンス関連項目の追加209 

1994 年、アメリカ連邦議会において、危険なストーカー及びドメスティックバイオレ

ンスの加害者から国民を保護する為に、ストーカー、ドメスティックバイオレンス、嫌

がらせ(harassment)などを行った者に対して、銃器所持免許を付与しないという項目が、

銃器規制法に追加された。さらに、1996 年には、ドメスティックバイオレンスに係る

軽犯罪で有罪判決を受けたものが銃器を所有することを禁止する条項が追加された。 

 

② ドメスティックバイオレンスの定義 

ドメスティックバイオレンスの定義は以下のとおり210。 

以下の人々に対して、肉体的な暴力若しくは致命傷を負わせる銃器を使用,若しくは使 

用すると脅迫すること 

 現在若しくは過去の配偶者、両親、被害者の保護者(guardian of the victim) 

 自分自身との間に子どもを有している者 

 配偶者と同様の位置付けにある者 

 

 ③ 家庭内暴力あるいはストーカーに対する州規制の 2004～2005 年改正例211 

ア）ロードアイランド州 

地方裁判所あるいは家庭裁判所は、家庭内暴力阻止命令の発行に伴い、その阻

止命令期間中、被告人に所有する全ての銃器を放棄し、銃器を購入したり譲渡

を受けたりすることを慎むよう要求することができる。 

イ）サウスダコタ州 

家庭内暴力軽犯罪により有罪判決の下った者は、判決から一年間、銃器を所有

及び管理したりすることができない。 

ウ）テネシー州 

販売権をもつ銃砲店に対し、ストーカー有罪判決の下った者に、銃器を販売す

ることを禁じることを規定する。 

 

 

 

 

 

                                                  
209 Brady Campaign ホームページ   http://bradycampaign.org/issues/gunlaws/shorthistory/ 
210 連邦法§921(33) 
211 「Survey of State Procedures Related to Firearm Sales,2005」U.S.Department of Justice  
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（５）家庭内暴力者への銃規制キャンペーン 

全米最大規模の銃器規制推進団体としては、「ブレディ・キャンペーン(The Brady 

Campaign)」及び「ブレディ・センター(The Brady Center)」がある。「ブレディ・キャン

ペーン」は、けん銃の禁止や銃器による暴力を規制する役割を有している。「ブレディ・キ

ャンペーン」の家庭内暴力と銃に関する報告書によると、家庭内暴力の加害者に銃器を持

たせないことは法律に定められているが、実際には、多くの人が銃器によ

る被害に遭っており、同団体は連邦政府に規制強化を呼びかけている。具

体的な被害状況は、次に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４－３ 不適格者の発見と排除 

４－３－１ 武器所有許可証取得に係る欠格事由（精神疾患者等） 

（１）知的障害者・精神疾患者の定義 

1968 年銃規制法は、「知的障害者であると裁定された者」及び「精神病院に収監された

者」に対する銃器の受渡し及びこれらの者の銃器の所持を禁止している。知的障害者で

あると裁定された者」及び「精神病院に収監された者」の定義は、ATF によって制定され

た連邦行政規則集第 27 条セクション 478.11 においてなされている。 

 

①「知的障害者であると裁定された者」の定義 

裁判所等法的機関において、当該人物の知的障害、精神病、精神疾患によって、 

 自己及び他者に危害を加える恐れのある者 

 自己管理を行うための知的能力が欠如している者 

と認定された者 

刑事訴訟において、精神鑑定の結果、訴訟を続行するための能力が欠如していると判

断された者、若しくは法的責任能力が無いとして無罪判決を受けた者 

 

②「精神病院に収監された者」の定義 

裁判所等法的機関によって精神病院に通院することが義務付けられた者をいう。又、

薬物使用による通院も含まれる。検査のために精神病院に通院している者及び自らの意

 2005 年に家庭内暴力で死亡した女性は 1,181 人である。 

 うち 57％が銃器によって射殺されている。 

 15 歳から 24 歳までの黒人若しくはヒスパニック系の女性に被害が多い。
出所：ブレディ・キャンペーン 
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思で精神病院に入院している者は含まれない。 

 

（２）カリフォルニア州の例212 

カリフォルニア州では、特定の知的障害、精神疾患を有する以下の個人に対して、銃

器若しくは実包を所持、購入、受領することを禁じている。 

 精神病院に収監されており、精神科医により、自己或いは他人に危害を及ぼす恐れ

があると判断された者 

 想定される被害者に対して肉体的な危害を及ぼす恐れがあると精神科医が判断した

者 

 知的障害若しくは精神疾患によって他人に危害を及ぼすと裁定された者 

 心身喪失状態にある性犯罪者(sex offender) 

 重犯罪で起訴されたが、責任能力の欠如から無罪となった者 

 裁判を続行する為の能力が欠如していると判断された者 

 知的障害、重度のアルコール依存症により、監督者が必要と判断された者 

 自己若しくは他人に危害を及ぼす可能性があるとして拘留された者、あるいは自己

の意思に反して集中的な治療(intensive treatment)を受けたことのある者 

 

（３）コネチカット州の例 

コネチカット州では、警察が独自の調査を行った結果、ある人物が銃器を所持するこ

とにより、自身若しくは他人に害を及ぼす危険性があると判断した場合、警察が銃器を

没収することを許可している。銃器を没収する為には、裁判所による令状の発行が必要

であり、裁判官は当該人物の最近の行動（当該人物自身、他人、動物に対する暴力的な

行動の有無）から、当該人物が銃器を持つことのリスクを評価する。 

 

４－３－２ 許可後に不適格者を発見・排除する仕組み及びその規定・運用 

（１）全米犯罪歴即時照合システム（NICS)の発展経緯 

1994 年にブレイディ法が施行され、銃砲店に対し、購入者の身元調査を実施すること

が義務付けられた。同法に基づき、1998 年に全米犯罪歴即時照合システム（National 

Instant Criminal Background Checks System：NICS）の運用が本格的に開始され、全米

から個人の犯罪歴や精神疾患に関する情報を集約したデータベースが構築された。しか

しながら、個人の情報を提供するか否かについては、各州に判断が委ねられていたこと

から、プライバシー保護の観点から NICS に情報を提供しない州が多かった。 

2007 年 4 月、バージニア工科大学銃乱射事件が発生したことを契機として、銃器規制

に関する議論が高まった。銃乱射事件の犯人である青年が精神疾患歴を有していたにも

                                                  
212 Carifornia Codes Welfare and Institutions Code Section 8100-8108 
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かかわらず、事件に使用した銃器を正規のルートで購入していたことから、銃器の購入

者の身元調査を強化するため、2007 年 NICS 改善改正法（NICS Improvement Amendment Act 

of 2007)によって、1993 年制定されたブレイディ法が改正された。同改正では、各州に

対し、重罪の有罪判決、重罪による起訴、逃亡者、薬物使用による逮捕及び有罪判決、

連邦規則によって精神障害者と認定された者の情報、家庭内暴力の保護命令、家庭内暴

力に関する軽犯罪に関する情報を FBI に提供することを義務付けている。 

 

（２）全米犯罪歴即時照合システム（NICS)のデータベース213 

FBI は毎日、FBI に提供される情報のうち、銃器販売を禁止する対象者のデータである

「NICS の拒否データ（NICS  denial data）」を、ATF のブラディオペレーション局へ転

送する214。標準拒否データ(Standard referrals)には、購入資格がない（禁止されている）

にもかかわらず非合法的に銃器を購入しようと試みた人物のリストも含まれている。 

FBI のチェックが完了しない「オープン取引」(open transaction)と呼ばれる 3営業日

内（銃砲店が自由に取引できる期間）に、銃器を入手しようとする不適格者もいる。そ

うした事態が発見された場合、FBI は遅延拒否データ(delayed denial)を ATF に提出する。 

ATF と US 弁護団(United State Attorneys)は、全 94 司法区に関して、もっとも排除さ

れるべきと思われる訴訟・裁判事例を反映したデータベースを作成している。例えば、

身柄拘束、家庭内暴力による軽犯罪、非移民外国人、暴力行為による重罪、逮捕状、刑

事起訴を含む訴訟・裁判事例が、データベースの基本をなしている。 

 

 

FBI ロゴ             NICS ロゴ 

 

 

 

 

 

 

 

               

       出所：FBI ホームページ          出所：FBIHP NICS Index 

（３）イリノイ州の例 

イリノイ州では、2008 年 6 月 1日より、全ての病院及び精神病に係る医療機関に対し、

「攻撃的」、「自殺願望がある」、「暴力的な行動をとる」患者に関する情報をイリノイ州

                                                  
213 「Survey of State Procedures Related to Firearm Sales,2005」U.S.Department of Justice - Firearm 

sales topics 
214 2005 年には FBI はブラディオペレーション局に 67,713 件の NICS 拒否データを転送している。 



 113

警察へ提出することを義務付ける法律（Illinois Law Public Act 095-0564）が施行さ

れている。同法では、州警察が病院から得た情報を、NICS に転送することを同時に義務

付けている。このような、犯罪に至らない精神疾患の情報を、病院と警察が連携して掌

握し、これを NICS に転送することは、精神病患者に銃器を所有させないことに貢献して

いる。 




